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第 195 回

中堅メーカーＸ社は親密取引先の大手

メーカーの要請を受けて、昨年インドネシ

アに現地法人を設立した。Ｘ社にとって初

めての海外進出であり、慣れないこともあ

り、現地法人の運営については、現地スタッ

フと大手メーカーの人材に依存し、Ｘ社か

ら現地に赴任することはなく、時折、営業

担当が数日出張する程度であった。Ｘ社に

勤務する営業担当のＡは現地法人に約１

カ月の出張を命ぜられた。インドネシアは

熱帯性マラリアの感染地域であるため、会

社の保健師から予防薬の服用を勧められた

が、副作用を嫌って服用せずに出張した。

　帰国後発熱したため、Ａはかかり付けの

内科医院で診療を受けた。その折、海外出

張のことを医師に申告しなかったため、医

師は熱帯性マラリアの可能性を考慮せずに

薬を処方し、一時意識障害に陥るほど重症

化してしまった。当初は健康保険で受診し

たが、熱帯性マラリアと判明した段階で労

災保険の申請をした。

流行性疾患である熱帯性マラリアの感

染地域に出張してその疾患に罹患した場合

は、業務上の災害となる。

本件事案については、海外出張中の風土

病の発症、会社の保健師による予防の助言、

発症後の受診時の対応と３つのポイントに

分けられる。

海外出張中の風土病の発症については、

「急性伝染病流行地に出張した者が業務の

遂行中病原体に汚染されて疾患したことが

明らかである場合は、業務上の疾病として
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取り扱うべきである」（昭和 23 年８月 14

日基収 1913 号）、「海外出張先で風土病

にかかった場合は業務上災害となる」（昭

和 29 年８月 18 日基収 2691 号）という通

達があり、これらの通達から、海外出張時

の風土病発症は業務上の疾病といえる。

そもそも、出張中の従業員については、

「出張中の従業員は、事業主の具体的な管

理下を離れて、従業員自身による合理的な

判断に基づいて業務を遂行することとなる

が、業務の成否や遂行方法などは、依然と

して事業主が責任を負っている。そのため

出張過程の全般が事業主の支配下にあると

して、原則出張中のすべての行為に業務遂

行性が認められることになる」（労働災害

補償研究会編「現行労災補償実務要覧」新

日本法規出版）とされ、その行為全般につ

いて事業主の支配下にあることを会社側は

認識しておく必要がある。

次に、会社の保健師の助言に関してだが、

例えば、予防薬のメフロキンを服用するこ

とを助言したとして、その予防薬を服用す

ればり患せずに済んだのではないか、と考

えることも可能だが、そもそも予防薬を服

用しても、100％予防は不可能なものなの

である。予防薬を服用しても発症すること

があり得る以上、この点において、労災認

定に影響があるとは考えられない。

最後に、発症後の受診時の対応である。

本人が申告しなかったことをもって労災認

定に影響が出るかという点については、本

人が海外出張時に風土病にり患したという

認識がなければ、医師に海外出張したこと、

出張先は熱帯性マラリアの感染地域である

ことといった認識を本人が持っていない

と、申告することは通常ないのではないか

と思われる（本人が、風土病などに知見が

あれば別だが）。医師にとっても、そのよ

うな認識を通常の問診時に持っているとは

いい難い。そのため、熱帯性マラリアの可

能性を考慮せず薬を処方することになる。

Ｘ社にとって、インドネシア現地法人設

立は初めての海外進出の経験であり、海外

における人事労務リスク管理にまだ慣れて

いないことも原因といえる。日本と異なり、

風土病のり患リスクは極めて高い。近時、

エボラ出血熱の報道が相次いだことは、み

なさんの記憶にも残っていることと思う。

会社側、従業員側ともに、日本にない各種

リスクが海外にあるということを十分認識

することが重要になるだろう。

会社側は、就業規則や海外出張規程など

で保健師、産業医の関与の仕方を定めると

ともに、出国時、入国後の健康管理につい

て定めることをお勧めする。この事例にお

いても、出国時の健康診断、伝染病予防対

策ルールがあれば、また、帰国後の健康管

理ルール（例えば、健康診断受診ルールや、

健康面で変化があった場合の対応ルールな

ど）を定めておけば、本人も大変な思いを

しなくて良かったかもしれない。また、従

業員に対しても、海外出張・海外赴任時の

健康管理について研修などで意識を高めて

おく必要があるといえる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　




